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1. はじめに 

巨大地震発生時における企業の事業継続性の判断とその後の

効率的な復旧計画の立案のためには、建物の地震被災度を定量

的に把握することが重要である。筆者らは、既報 1)2)において、

建物各箇所（部材）の損傷度に応じて定まる耐震性能低減係数

η3)を、建物耐震性能に及ぼす各箇所の影響度 Er で重みづけ平

均して(1)式で建物の耐震性能残存率 R（＝被災後耐震性能／

新築時耐震性能）を算出する手法を提案した。 

R ൌ Σ൫E୰୨ൈη୨൯ (1) 
同手法では、図 1 に示す通常の建物モデル（基本モデル）に

対して、一部材（箇所）の耐力を 0 とした部分ピンモデルの耐

震性能（耐力、変形、減衰）がどの程度低下（変化）するかを

独自の計算手法で求め、その結果に基づいて各箇所の影響度

Erを求めていたが、変形の評価手法に関して、理論的な裏付け

が不十分であり、手順も複雑であるという問題があった。また、

影響度 Er の算定精度については、文献 4)における精算的手法

による算定値と比較することで検証を行っていたが、精算法自

体の妥当性について、具体的な検討がなされていなかった。 

そこで、本研究では、梁曲げ降伏型の RC 造純ラーメン建物

を対象として、部分ピンモデルにおける変形分布が基本モデル

と同一と仮定した簡略的な影響度 Er の評価法を新たに提案す

る。また、地震応答解析により、提案手法及び精算法の精度検

証を行う。 

2. 既往の文献における精算的な影響度Er算定法（精算法）4) 

 図 1 に示す基本モデル及び部分ピンモデルの Pushover 解析

を行う。得られた荷重変形関係（縮約 1 自由度系の応答加速度

Sa－応答変位 Sd 関係）と減衰定数 h から、両モデルについて、

安全限界時（最大層間変形角=1/50）の保有耐震性能指標 5)α、

α’を算定し、その差から部分ピンモデルにおける保有耐震性能

指標減少率 Dr を求める。全てのヒンジ位置について減少率 Dr

を求め、和を 1 に基準化したものを影響度Erと定義する。 
3. 損傷前後の層間変形分布不変仮定に基づいた簡略的な影響

度Er算定法（提案手法：同一層間変形法） 

 基本モデルにおける Pushover 解析結果と、解析の入力デー

タとしても用いる基本的な部材情報、及びピンとする箇所の部

材特性（耐力、減衰）に基づく簡易解析によって、部分ピンモ

デルにおける安全限界時の応答加速度 Sa’、応答変位 Sd’、減衰

定数 h’を推定し、保有耐震性能指標 α’並びに各箇所の影響度

Er を算定する（図 2）。尚、上述の 3 つの指標（Sa’、Sd’、h’）
の算定には、安全限界時における各層のせん断力 ΣQi’と層間

変形 δi’、及び減衰定数 hi’が必要となるが、文献 1)2)からもわ

かるように、層間変形 δi’の推定には他の要素と比べて複雑な

計算を要すると考えられるため、提案手法においては、計算の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

簡便さを優先し、層間変形 δi’が基本モデルと同一であると仮

定して各指標の算定を行う（図 3）。提案手法（同一層間変形

法）における各指標の算定方法を以下に示す。 

3.1 応答変位Sd’の算定 

 安全限界時の応答変位 Sd’は、各層の質量と層間変形 δi’から

定まるため、層間変形 δi’が基本モデルと等しいと仮定すれば、

応答変位Sd’は基本モデルと同一の値として求められる。 

3.2 応答加速度Sa’の算定 

部分ピンモデルにおける安全限界時の i 層せん断力 ΣQi’は、

基本モデルの Pushover 解析結果における i 層せん断力 ΣQiと、

建物全体の耐力 ΣMu（全てのヒンジ発生位置における曲げ耐

力の合計値）に対するピンとする箇所が基本モデルで負担して

いた耐力 Mup の比率（Mup/ΣMu）に基づき、(2)式で求められる。 

 ΣQ୧′ ൌ ൫1 െ M୳୮ ΣM୳⁄ ൯ൈΣQ୧ (2) 
 (2)式で求めた 1 層せん断力 ΣQ1’を有効質量 Mud’で除し、安

全限界時の応答加速度Sa’を求める。 

3.3 減衰定数h’の算定 

部分ピンモデルにおける建物の減衰定数 h'は、(3)式で求め 

図1 基本モデルと部分ピンモデル 
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図2 提案手法及び既往の精算法における影響度Erの算定法 
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図3 同一層間変形法（提案手法）の概念 
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hᇱ ൌ
Σ൫h୨W୨൯ െ h୮W୮

ΣW୨ െW୮
 (4) 

られる基本モデルの減衰定数 h からピン位置の負担分を取り除

き、(4)式で求められる。 

 h ൌ Σ൫h୨W୨൯ ΣW୨ൗ  (3) 

 

 

hj、Wj（hp、Wp）：基本モデルの Pushover 解析結果から求め

た安全限界時の各部材（ピン位置）の減衰定数、歪エネルギー 

4. 地震応答解析による精度検証方法 

同一層間変形法及び精算法で算定した影響度 Er と耐震性能

低減係数 η に基づいて(1)式で計算される耐震性能残存率 R と、

地震応答解析に基づいて（定義に従って）計算される耐震性能

残存率Rdynの比較を行う。 

4.1 影響度Erを用いた耐震性能残存率Rの算定手順 

1)建物が地震被害を受けることを想定し、新築建物モデル（通

常の建物モデル）に対して、任意の波形を用いて地震応答解析

を行い、各箇所（部材）の最大塑性率μを算定する。 

2)表 1 のように設定した関係 4)を用い、塑性率 μの値から、被

災建物における各箇所の耐震性能低減係数 ηを求める。 

3) 耐震性能低減係数 ηと 2、3 章に示した方法で求めた影響度

Erから、(1)式で被災建物の耐震性能残存率R を求める。 

4.2 地震応答解析に基づく耐震性能残存率Rdynの算定手順 

1)新築建物モデルに対して、一度の地震（入力）で丁度安全限

界に達するような告示波の入力倍率A1を求める。 

2)4.1 と同一の被災建物を想定し、文献 3)の考えに従って、各

箇所（部材）の耐震性能（復元力特性上のエネルギー吸収能力）

を新築建物モデルの η 倍に低減したもの（図 4）を被災建物モ

デルとする。各箇所の ηは 4.1 の 2)で求めた値を用いる。 

3)被災建物モデルに対して、丁度安全限界に達するような告示

波の入力倍率A2を求める。 

4)入力倍率 A1及び A2に基づき、(5)式で被災建物の耐震性能残

存率Rdynを求める。 

 Rୢ୷୬ ൌ Aଶ Aଵ⁄  (5) 

 A1 を新築時の耐震性能、A2 を被災後の耐震性能と考えれば、 

Rdynは耐震性能残存率の定義に合致する値となる。 

5. 地震応答解析による精度検証結果 

5.1 建物モデル及び入力地震波 

 対象は図 5 に示す梁曲げ降伏型の RC 造純純ラーメン建物と

し、建物層数は 3,5,7,10 の 4 種類とした。それぞれの層数につ

いて、新築建物モデルの Pushover 解析結果における安全限界

時の層間変形分布が均一な E モデル、下層の変形が大きい B

モデル、上層の変形が大きいT モデルの 3 種類（合計 4×3=12

モデル）を設定した。地震被害を想定するための入力地震波は、

告示波（ランダム位相）とし、入力倍率は、各々のモデルに対

して 0.2～1.3 倍で変化させた。 

5.2 検討結果 

同一層間変形法（提案手法）あるいは精算法で求めた各箇所

の影響度 Er を用いて算定した耐震性能残存率 R と、地震応答

解析結果に基づいて算定した耐震性能残存率 Rdynの比較を図 6

に示す。図中には、R>Rdynとなる（危険側の評価となる）ケー

スの割合を合わせて示している。同一層間変形法を用いた場合、

E モデルにおいては、概ねR≦Rdynとなっており、耐震性能残 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

存率R を精度よく安全側に推定出来ているが、B モデル、T モ

デルにおいては危険側の評価を与える傾向が見られる。一方、

精算法を用いた場合には、いずれのモデルにおいても、耐震性

能残存率 R を概ね精度良く安全側に評価することが出来てい

る。従って、層間変形分布にばらつきのある建物に対しては、

提案手法においても、部分ピンモデルにおける層間変形の変化

を考慮して影響度 Er の算定を行うことで、影響度 Er 並びに耐

震性能残存率 R の評価精度が改善するものと考えられるが、

具体的な手法については今後の課題である。 

6. まとめ  

 簡略的な被災建物の耐震性能残存率評価法として、部材損傷

によって層間変形分布が変わらないという仮定に基づいて算定

した、建物耐震性能に及ぼす各箇所の影響度 Er で、耐震性能

低減係数 η を重み付けする手法を提案した。地震応答解析に

よる精度検証の結果、層間変形分布が均一な建物に対しては、

提案手法を用いて精度良く安全側に影響度 Er 並びに耐震性能

残存率 R を算定出来るが、層間変形分布にばらつきのある建

物に対しては、危険側に評価する傾向があることがわかった。 
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図 6 影響度 Erを用いて求めた耐震性能残存率 R と地震応答
解析に基づいて算定した耐震性能残存率Rdynの比較 

(a)同一層間変形法 (b)精算法 

Eモデル 
Bモデル 
Tモデル 

R>Rdyn 
Eモデル：7% 
B,Tモデル：44% 

R>Rdyn 
Eモデル：11% 
B,Tモデル：11% 

表1 塑性率－耐震 
性能低減係数η関係 

塑性率μ
耐震性能
低減係数η

～μcr 1

μcr～1 0.95
1～2 0.75

2～3 0.5

3～5 0.2

5～ 0

μcr：ひび割れ発生時

図 4 被災建物モデル
における部材の復元力
特性 

図5 RC 造純ラー
メン建物モデル 
（3,5,7,10 層） 

モーメント

Mu

ηMu

新築建物

被災建物
E

ηE
変形角

降伏 終局

―490―


